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（別紙）「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農村振興局企画

部長通知）の一部改正について 新旧対照表 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 現   行 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数 

１ 還元率の算定に必要な係数 

（１）還元率の算定に必要なｉ及びｎの値は次に示すところによ

る。 

ｉ（割引率）＝０.０４ 

ただし、最新の社会経済情勢等を踏まえ、比較のための参

考とすべき値を設定することを妨げない。 

ｎ（当該施設耐用年数）は、次表に示す施設区分及び構造

物区分ごとの標準耐用年数による。 

（略） 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数 

１ 還元率の算定に必要な係数 

（１）還元率の算定に必要なｉ及びｎの値は次に示すところによ

る。 

ｉ（割引率）＝０.０４ 

 

 

ｎ（当該施設耐用年数）は、次表に示す施設区分及び構造

物区分ごとの標準耐用年数による。 

（略） 

 

２ 作物生産効果等の算定に必要な生産物単価並びに純益率及

び所得率 

（１）（略） 

（２）純益率及び所得率 

作物ごとの作付面積の増減及び単位面積当たり収量の増

加に係る純益率及び所得率は次による。 

 

２ 作物生産効果等の算定に必要な生産物単価並びに純益率及

び所得率 

（１）（略） 

（２）純益率及び所得率 

作物ごとの作付面積の増減及び単位面積当たり収量の増加に係

る純益率及び所得率は次による。 

ア 主要な作物については、次表に示すところによる。 

作 物 名 
純 益 率 所 得 率 

作付増減 単収増加 作付増減 単収増加 

水 稲 
水 稲 

北 海 道 

都 府 県 

２６ 

－ 

９２ 

８９ 

４６ 

２７ 

９２ 

８９ 

ア 主要な作物については、次表に示すところによる。 

作 物 名 
純 益 率 所 得 率 

作付増減 単収増加 作付増減 単収増加 

水 稲 
水 稲 

北 海 道 

都 府 県 

２０ 

－ 

７８ 

７１ 

４４ 

２３ 

８４ 

７９ 
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 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 飼 料 用 米 － ２８ － ２６ 

 加 工 用 米 － ８６ ５ ８５ 

麦 類 大 麦  ９ ９０ ２３ ８８ 

 
小 麦 

田 

畑 

－ 

－ 

８４ 

８７ 

－ 

－ 

８１ 

８３ 

豆 類 
大 豆 

田 

畑 

－ 

－ 

８８ 

８８ 

８ 

９ 

８６ 

８６ 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

い も 類 い も 類 ３１ ９２ ４６ ９２ 

野 菜 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 果 菜 類 １７ ９１ ４５ ９２ 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 葉 茎 菜 類 １６ ９１ ３４ ９０ 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 根 菜 類 １２ ９０ ２６ ８８ 

工 芸 作 物 原 料 用 か ん し ょ － ８３ １９ ８８ 

 原料用ばれいしょ － ８７ ６ ８５ 

 茶 － ８８ １５ ８７ 

果 樹 み か ん １６ ９１ ４１ ９１ 

 り ん ご １ ８９ ３７ ９０ 

 そ の 他 果 樹 ２２ ９１ ４８ ９２ 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 米 粉 用 米 － － － １３ 

 飼 料 用 米 － － － － 

 加 工 用 米 － ６６ ８ ７５ 

麦 類 大 麦  ５ ７４ ２１ ７８ 

 
小 麦 

田 

畑 

－ 

－ 

５９ 

６３ 

－ 

－ 

６４ 

６５ 

豆 類 
大 豆 

田 

畑 

－ 

－ 

７１ 

７３ 

１３ 

２０ 

７８ 

６４ 

 ら っ か せ い １７ ７８ ５８ ８８ 

 そ の 他 豆 類 ２０ ７８ ３３ ８２ 

（新設）      

野 菜 な す 、 ピ ー マ ン ９ ７６ ５２ ８７ 

 果 実 的 野 菜 ６ ７５ ４３ ８４ 

 そ の 他 果 菜 類 １１ ７６ ４６ ８５ 

 ねぎ、ほうれん草 ５ ７５ ４３ ８４ 

 そ の 他 葉 茎 菜 類 ２０ ７８ ３３ ８２ 

 さ と い も １０ ７６ ５５ ８７ 

 そ の 他 根 菜 類 １６ ７７ ４２ ８４ 

工 芸 作 物 か ん し ょ － ６５ ３６ ８２ 

 原料用ばれいしょ － ６９ ６ ７４ 

 茶 － ７３ ２５ ７９ 

果 樹 み か ん － ６８ ２２ ７８ 

 り ん ご － ６９ ３３ ８１ 

 か き － ７３ ３４ ８２ 

 な し － ６８ ３２ ８１ 

 も も ４ ７４ ４２ ８４ 
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（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。）

飼 料 作 物 北 海 道 １２ ２３ ２８ ３８ 

（ 畜 産 ） 都 府 県 １０ １７ ２９ ３４ 

ぶ ど う － ６９ ３９ ８３ 

飼 料 作 物 北 海 道 １１ ２２ ２９ ４０ 

（ 牛 乳 ） 都 府 県 ９ １２ ２７ ２９ 

イ その他の作物（アに掲げる作物であって、事業地区の実

態からみてアの純益率、所得率によることが著しく不適当

と認められる作物を含む。）については、原則として、事業

地区における生産費等に基づき次式により算出する。この

場合において、事業地区における生産費等は、原則として、

最近５か年の「農業経営統計調査」（農林水産省統計部）又

はこれに準ずる資料の平均値によるものとするが、事業地

区の実態からみて「農業経営統計調査」等によることが著

しく不適当であると認められる場合にあっては、当該事業

地区の経営計画等によるものとする。 

純益率 

作付増減１００－�
単位当たり生産費

単位当たり主産物価額
�×１００

単収増加１００－�１００－作付増減純益率�×α

所得率 

作付増減１００－�
単位当たり他給費用

単位当たり主産物価額
�×１００

単収増加１００－�１００－作付増減所得率�×β

イ その他の作物（アに掲げる作物であって、事業地区の実

態からみてアの純益率、所得率によることが著しく不適当

と認められる作物を含む。）については、原則として、事業

地区における生産費等に基づき次式により算出する。この

場合において、事業地区における生産費等は、原則として、

最近５か年の「農業経営統計調査」（農林水産省統計部）又

はこれに準ずる資料の平均値によるものとするが、事業地

区の実態からみて「農業経営統計調査」等によることが著

しく不適当であると認められる場合にあっては、当該事業

地区の経営計画等によるものとする。 

純益率 

作付増減１００－�
単位当たり生産費

単位当たり主産物価額
�×１００

単収増加１００－�１００－作付増減純益率�×α

所得率 

作付増減１００－�
単位当たり他給費用

単位当たり主産物価額
�×１００

単収増加１００－�１００－作付増減所得率�×β
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（注）生産費＝資本利子・地代全額算入生産費－（土地改良及び

水利費＋地代） 

他給費用＝生産費－家族労働費－自給肥料費×０．４ 

 

α（作付増減生産費に対する単収増加生産費の比率）

＝０.１１０ 

β（作付増減他給費用に対する単収増加他給費用の比率）

＝０.１５５ 

 

（注）生産費＝第２次生産費－（水利費＋地代） 

 

他給費用＝生産費－家族労働費－（自給肥料費＋畜力費）

×０．４ 

α（作付増減生産費に対する単収増加生産費の比率）

＝０.２６９ 

β（作付増減他給費用に対する単収増加他給費用の比率）

＝０.２７７ 

 

３ 国土造成効果の算定に必要な利子率 

国土造成効果の算定に必要な利子率は０．０４とする。 

なお、比較のための参考とすべき値を設定する場合は、１の

（１）ただし書きによるものとする。 

３ 国土造成効果の算定に必要な利子率 

国土造成効果の算定に必要な利子率は０．０４とする。 

  

 

４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数 

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。 

 

４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数 

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。 

 

（令和２年度＝１００） 

年 度 消費者物価指数 年 度 消費者物価指数 

昭和４５年度 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

３１．４ 

３３．３ 

３５．２ 

４０．７ 

４９．１ 

５４．３ 

５９．５ 

平成１０年度 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

９８．４ 

９７．９ 

９７．３ 

９６．４ 

９５．８ 

９５．６ 

９５．５ 

 

（令和２年度＝１００） 

年 度 消費者物価指数 年 度 消費者物価指数 

昭和４５年度 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

３１．４ 

３３．３ 

３５．２ 

４０．７ 

４９．１ 

５４．３ 

５９．５ 

平成１０年度 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

９８．４ 

９７．９ 

９７．３ 

９６．４ 

９５．８ 

９５．６ 

９５．５ 
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５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

 

６３．６ 

６６．０ 

６９．２ 

７４．５ 

７７．４ 

７９．４ 

８０．９ 

８２．７ 

８４．３ 

８４．３ 

８４．７ 

８５．４ 

８７．８ 

９０．５ 

９３．０ 

９４．６ 

９５．７ 

９６．１ 

９５．９ 

９６．３ 

９８．２ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

９５．３ 

９５．５ 

９５．９ 

９６．９ 

９５．３ 

９４．８ 

９４．７ 

９４．５ 

９５．３ 

９８．１ 

９８．３ 

９８．３ 

９９．０ 

９９．７ 

１００．２ 

１００．０ 

１００．１ 

１０３．３ 

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、            

最近３か月以上の月別消費者物価指数の対前年同月増            

減率の平均値に基づき算出する。 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

 

６３．６ 

６６．０ 

６９．２ 

７４．５ 

７７．４ 

７９．４ 

８０．９ 

８２．７ 

８４．３ 

８４．３ 

８４．７ 

８５．４ 

８７．８ 

９０．５ 

９３．０ 

９４．６ 

９５．７ 

９６．１ 

９５．９ 

９６．３ 

９８．２ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

（新設） 

９５．３ 

９５．５ 

９５．９ 

９６．９ 

９５．３ 

９４．８ 

９４．７ 

９４．５ 

９５．３ 

９８．１ 

９８．３ 

９８．３ 

９９．０ 

９９．７ 

１００．２ 

１００．０ 

１００．１ 

 

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、            

最近３か月以上の月別消費者物価指数の対前年同月増            

減率の平均値に基づき算出する。 
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（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。な

お、昭和４９年度以前の支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和

５０年度の支出済費用換算係数にＢ表の昭和５０年度基準

換算係数を乗じて算出する。 

（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。な

お、昭和４９年度以前の支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和

５０年度の支出済費用換算係数にＢ表の昭和５０年度基準

換算係数を乗じて算出する。 

 

（Ａ表）支出済費用換算係数 

年 度 支出済換算係数 年 度 支出済換算係数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

２.４９５ 

２.３６３ 

２.２５１ 

２.１５９ 

１.９７９ 

１.７９２ 

１.７５３ 

１.７１３ 

１.７０７ 

１.６９６ 

１.６９４ 

１.７１８ 

１.７２７ 

１.６９１ 

１.６２３ 

１.５５９ 

１.４９６ 

１.４７３ 

１.４６０ 

平成１１年度 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

１.４３７ 

１.４３３ 

１.４５１ 

１.４５５ 

１.４５６ 

１.４３３ 

１.３８４ 

１.３６０ 

１.３４９ 

１.２７０ 

１.３０６ 

１.２９５ 

１.２７７ 

１.３２８ 

１.２７３ 

１.２３９ 

１.２３８ 

１.２５８ 

１.２１０ 

 

（Ａ表）支出済費用換算係数 

年 度 支出済換算係数 年 度 支出済換算係数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

２．２５３ 

２．１３４ 

２．０３２ 

１．９４９ 

１．７８８ 

１．６１９ 

１．５８３ 

１．５４７ 

１．５４１ 

１．５３１ 

１．５３０ 

１．５５１ 

１．５５９ 

１．５２７ 

１．４６５ 

１．４０７ 

１．３５１ 

１．３３０ 

１．３１８ 

平成１１年度 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

１．２９８ 

１．２９４ 

１．３１０ 

１．３１４ 

１．３１５ 

１．２９４ 

１．２５０ 

１．２２８ 

１．２１８ 

１．１４７ 

１．１８０ 

１．１６９ 

１．１５４ 

１．１９９ 

１．１４９ 

１．１１９ 

１．１１８ 

１．１３６ 

１．０９３ 
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 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

１０ 

１.４５４ 

１.４３３ 

１.４２４ 

１.３９８ 

１.４２５ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

１.２０４ 

１.１８４ 

１.１９６ 

１.１０８ 

１.０００ 

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、            

企業物価指数（日本銀行）その他の資料により算出される            

最近３か月以上の月別物価指数の対前年同月増減率の平均

値に基づき算出する。 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

１０ 

１．３１３ 

１．２９４ 

１．２８６ 

１．２６３ 

１．２８７ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

（新設） 

１．０８８ 

１．０６９ 

１．０８０ 

１．０００ 

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、            

企業物価指数（日本銀行）その他の資料により算出される            

最近３か月以上の月別物価指数の対前年同月増減率の平均

値に基づき算出する。 

 

（Ｂ表）昭和５０年度基準換算係数 

 （略） 

 

（Ｂ表）昭和５０年度基準換算係数 

 （略） 

  

 




